
特集インフラシステムの海外展開

1.　はじめに

我が国では第二次世界大戦後に，道路ネット 
ワークの整備が本格的に図られてきたところだ
が，近年では，新規の整備に加えて，今ある道路
の改良や運用改善の取組，更には ICT や AI とい
った革新的技術の活用による道路ネットワーク全
体の機能を最大限に発揮する「賢く使う」取組が
推進されている。また，老朽化が進む高速道路を
はじめとした道路インフラの更新のため，新技術
の導入等による長寿命化やコスト縮減を推進して
いく取組が進められている。

一方，海外市場に目を転じると，道路を含む交
通インフラへの投資需要は今後も増加すると予測
されており，近年は民間資金を活用する道路
PPP 案件も増加している。特に経済成長が進む
アジア地域（写真－ 1）では，新規の高速道路等
の整備が進められており，今後，新規の道路整備
のニーズはますます高まるものと思われる。

政府は，この膨大なインフラ需要を積極的に取
り込み，我が国の力強い経済成長に繋げていく取
組を推進しているところである。

2.　‌‌道路インフラの海外展開に‌
関する動向

道路分野における海外展開は，これまで主に政
府開発援助（ODA）を通じた取組を中心に実施
してきており，質の高いインフラシステムの展開
のために，本邦技術活用条件付き円借款（STEP）
活用による日本タイドの支援の実施や，入札要件
において優れた日本の技術活用を先方政府に働き
かける等，日本企業の参入支援を行っている。こ
のような円借款事業への日本企業の参入は今後も
引き続き政府によって支援されるが，一方で，相
手国によっては対外債務の増加を敬遠し PPP 事
業を選好する等，海外市場は変化してきている。

道路分野における海外展開

国土交通省 道路局 企画課 国際室

写真－ 1　フィリピン・マニラの交通渋滞の様子
（出典：国土交通省資料）
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3.　我が国の国際競争力と課題

我が国は厳しい地形や施工条件，地震，台風等
の災害，都市部への人口集中による渋滞，事故，
環境問題，さらに構造物の老朽化への取組等，さ
まざまな課題を解決してきた経験を有する。これ
らの「実績」とそれを支える「技術力」や「制度」
が，道路分野の海外展開における強みと言える

（図－ 1）。
一方，今後の増加が見込まれる海外道路 PPP

事業は，従来のインフラ整備プロジェクトの受注
と異なり，建設や維持管理・運営に加え，事業そ
のものをマネジメントし，収益を上げていくこと
が求められ，法律やファイナンス等の専門知識も
必要とされる。今後，我が国が道路分野で海外受
注を増加させていくためには，道路 PPP 事業へ
参画するビジネスモデルを早期に描き，対応して
いく必要がある。

4.　海外展開の方向性

2013 年 3 月に経協インフラ戦略会議が発足

し，同年 5 月に「インフラシステム輸出戦略」が
決定されて以降，海外インフラ展開を推進するた
め，国土交通省では 2014 年には「株式会社海外
交通・都市開発事業支援機構法（以下，「JOIN 法」
という）」を，2018 年には「海外社会資本事業へ
の我が国事業者の参入の促進に関する法律（以
下，「海外インフラ展開法」という）」を整備し，
民間投資型の事業も含め，海外道路事業の参入促
進を図る支援制度を構築してきた。

また，2017 年 3 月には「国土交通省インフラ
システム海外展開行動計画」が策定され，1 年ご
とに改訂されている。

さらに，2019 年 2 月には，「インフラシステム
輸出戦略（平成 30 年度改訂版）」に基づき，道路
分野の海外展開戦略が策定されている。以下で
は，同戦略に記載している今後の海外展開の取組
の方向性を述べる。

海外の道路分野の案件において，日本の企業が
受注を伸ばし利益を上げるためには，「受注機会
の増加」と「競争力強化」の取組を進める必要が
ある。

⑴　受注機会の増加に向けた取組
①　川上段階からの戦略的な案件発掘

従来の ODA 事業における道路案件にみられる

図－ 1　道路分野の海外展開における我が国の強み
（出典：国土交通省資料「道路分野の海外展開戦略」（2019 年 2 月））
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ように，特に高度な技術を要する橋梁などの構造
物は日本企業による受注が可能となるため，数あ
る道路案件のうち，受注が想定される案件を発掘
することが重要である。

道路 PPP 事業への参入に向けては，官民連携
による全体構想段階からの関与を進めるととも
に，国が対象国の交通データ・人口動態等基礎デ
ータの収集・分析を実施し，案件発掘の支援，我
が国が関わる国際的な空港・港湾事業等，連携効
果の高い事業との分野間連携の推進（写真－ 2），
老朽橋の架け替えプロジェクトにおけるメンテナ
ンスまで考慮したトータルコーディネートの提案
などの取組を進める。

②　ニーズに応じた対象事業や対象国の拡大
これまでは主にアジアを中心に，橋梁や道路整

備，日本の ETC の導入などを図ってきたが，今
後は相手国のニーズに応じた対象事業や対象国の
拡大が重要である。そのため，道路整備だけでな
く，休憩施設等沿道事業の展開や，ITS（高度道
路交通システム）技術ローカライズなどの取組を
進める。

③　海外道路 PPP 案件の形成
今後増加が見込まれる道路 PPP 案件について

は，JOIN 法に加え，海外インフラ展開法の整備
により，高速道路会社は法の基本方針に従って，
海外の道路事業の調査等が行えるようになった。
国内で培ったメンテナンス，料金徴収などの O&M

（オペレーション＆メンテナンス）のノウハウを
活かして，ブラウン案件（既設施設を対象とする
事業）の参入を通じて経験を積みつつ，グリーン
案件（新規整備施設を対象とする事業）について
も参入の検討を行う必要がある。

⑵　競争力を高めるための環境整備
①　海外受注増に向けた人材の確保・育成と体制

整備
海外業務に対応できる環境づくりのため，官民

ともに専門的な技術力だけでなく，海外業務に対
応できる人材の確保・育成や組織体制の整備を進
めるとともに，OB や海外経験者の活用等，国内支
援体制を強化することが重要である。また，JICA
研修事業等（写真－ 3）との連携を進め，相手国
に対する制度整備の必要性の理解促進を図る。

写真－ 2　港湾整備に併せたアクセス道路整備（ベトナム）
（出典：国土交通省資料「道路分野の海外展開戦略」（2019 年 2 月））

ラックフェン国際港コンテナターミナル ラックフェン国際港アクセス道路

写真－ 3　  2018年度 JICA課題別研修「ITS 
実務」の様子
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②　国や高速道路会社が率先して現地企業と連携
促進
海外道路事業においては，対象国の道路機関や

地元企業との連携が不可欠である。信頼できるパ
ートナー企業と継続的な関係を結び，長期にわた
り現地でプロジェクトに関わっていくため，高速
道路会社の海外拠点事務所（図－ 2）が持つ現地
企業とのネットワークや，海外の道路機関等との
連携関係を活用し，海外展開に関心が高い日本の
企業と現地企業との連携を，国や高速道路会社が
率先して促進する。

③　積極的な情報収集と情報発信
海外道路事業の受注促進のためには，官民が連

携してニーズ把握や入札情報の収集を行うととも
に，我が国の有する技術を積極的に諸外国に向け
て PR し，我が国事業者の持つ技術が活用される
よう促していく必要がある。そのため，高速道路
会社や関心が高い民間企業と連携しつつ，キーパ
ーソンへのトップセールスや二国間の政策対話・
技術対話を実施する。

5.　最近の取組

道路インフラの海外展開に向けた最近の取組を
紹介する。

2017 年 12 月，国土交通大臣は，JOIN による
インドの既設有料道路運営事業への出資（約 96
億円）について，さらに，2019 年 3 月には，同
事業への追加出資（最大約 30 億円）について認
可している。これを受け，東日本高速道路（株），
日本高速道路インターナショナル（株），JOIN
及び三菱商事（株）で組成する日本企業コンソー
シアム（2019 年 11 月時点）が，インドの有料道
路を管理・運営する Cube Highways の株式を一
部取得し，インドにおいて有料道路運営事業に取
り組んでいる。

また，高速道路会社は，海外の道路機関等と技
術協力に関する覚書を締結し，相手国が個別に抱
える課題やニーズに合わせた技術協力を実施する
ことで，関係強化を図っている。例えば，中日本
高速道路（株），首都高速道路（株），日本高速道
路インターナショナル（株）は，2019 年 4 月に
フィリピンの高速道路会社であるメトロパシフィ
ック・トールウェイズ社（MPTC）と 4 者で覚書

図－ 2　高速道路会社の海外拠点事務所の現状
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を締結している。
2019 年 10 月には，東日本高速道路（株）がイ

ンドにおいて，中日本高速道路（株）がフィリピ
ンにおいて，それぞれ現地法人を設立した。今
後，高速道路会社の有する総合的ノウハウが活用
され，道路分野のインフラシステム輸出がより一
層推進されることが期待されているところである

（図－ 2）。
二国間の政策・技術対話としては，2019 年 7

月に国土交通省とベトナム交通運輸省により，11
回目となる日ベトナム高速道路セミナーがベトナ
ム国ハロン市において開催された（写真－ 4）。

セミナーでは，日本側から，これまで培ってき
た高速道路の計画，整備，維持管理に関する知見
を紹介したほか，中日本高速道路（株）より，運
営・維持管理を見据えた高速道路の設計・施工に
おける取組について紹介した。また，日ベトナム
高速道路セミナーの下部組織として 2019 年 3 月
に設置された舗装研究部会について，経緯やこれ
までの活動などが報告された。

ベトナム側からは，現在進められている南北高
速道路プロジェクトの最新状況や，PPP スキー
ムによる交通インフラの整備，橋梁の維持管理の

現状と課題について紹介があった。
国土交通省では，セミナーで得られた知見を関

係者で共有し，ベトナムの高速道路整備・運営へ
の貢献を通じた，日本企業の海外展開を引き続き
支援していく。

6.　おわりに

新興国や発展途上国におけるインフラ需要は旺
盛である。我が国企業がこれらの海外プロジェク
トへ参画していくためには，プロジェクトの川上
からの参画が重要であり，そのためには，諸外国
における道路インフラ整備・調達の動向等につい
ての情報収集が不可欠である。国土交通省は，各
国の在外公館へ書記官，現地政府へ JICA 専門家
を派遣しており，現地で最新の動向等の把握に努
めている。また，インフラシステムの海外展開は
政府の取組だけで実現するものではなく，官民一
体となった取組が重要である。引き続き，関係省
庁・機関とも連携しつつ，インフラシステムの海
外展開に取り組んでいく所存である。

写真－ 4　日ベトナム高速道路セミナーの様子
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